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プログラム

13：00 - 13：05 5分
主催者挨拶

愛媛県砕石工業組合 岡 寛

13：05 - 13：10 5分
来賓挨拶

愛媛県知事 中村 時広知事

13：10 - 13：35 25分

講演① 南海トラフ地震えひめ事前復興

愛媛大学 防災情報研究センター

特定教授 山本 浩司 氏

13：35 ‐ 14：05 30分

講演② 東日本大震災の経験を踏まえて、

地元砕石業が果たすべき役割

有限会社後藤採鉱所 取締役

後藤 拓人 氏

14：05 ‐ 14：45 40分

講演③ 東日本大震災における災害対応

国土交通省 東北地方整備局

佐々木 一茂 氏

14：45 ‐ 14：55 10分 ～休憩～

14：55 ‐ 15：25 30分

講演④ 被災地の建設会社の視点から見

た東日本大震災

株式会社 佐武建設

代表取締役社長 須賀 芳也 氏

15：25 ‐ 15：55 30分

講演⑤ 生コンクリート会社におけるカーボ

ンニュートラルの取り組みについて

愛媛大学 大学院 理工学研究科

教授 氏家 勲 氏

15：55 ‐ 16：00 5分 終了挨拶



主催者挨拶
本日は、愛媛県砕石工業組合主催の「砕石防災セミナー」にご参加いただき、また全国からオンラ
インでのご視聴、誠にありがとうございます。

愛媛県知事様にはご多忙中にもかかわらずご臨席賜り、心より御礼申し上げます。

5名の講師の皆様には、快く講演依頼をお引き受けくださり、深く感謝申し上げます。

また、愛媛県をはじめ、たくさんの後援、協賛を頂戴し、多くのスタッフの方々のご協力もいただき、
誠にありがとうございます。

愛媛県砕石工業組合理事長として心より御礼申し上げます。

セミナーにさきだちまして、30年以内に必ず起こると言われている南海トラフ大地震が、今起こった
と想像して下さい。

震度７強、マグ二チュード9、九州から静岡県までの広範囲の大地震。立っていられない程の揺れ
が３分間続くとどうなるでしょう。防災無線が鳴り響く中、家は崩れ、電柱は倒れ、火事も起こり、携帯
も繋がりません。

家族の安否確認の為、貴方は余震が続く中なんとか家までたどり着きましたが、そこには血を流し
て倒れている家族がいました。

一秒でも速く救急車を呼んで助けたい、いや、来るのを待たず自家用車で助けたい。そう思われる
でしょう。けれども、家の前の道は崩壊され、行く事は出来ません。

怪我人を運ぶ救急車、救助隊員を運ぶ自衛隊トラック、消防車、パトカーなど、救命の為の全ての
車は、道が通れないため、あなたの家族を助けにくる事は出来ないのです。

そうなってはじめて、あなたは地元砕石業者と地元土木建設業者の仕事の重要性に気付かれるは
ずです。

東日本大震災時には、地震発生直後から、地元の砕石で地元土木建設業者が国土交通省、県
土木部指示のもと、72時間の壁、そして備蓄限界の一週間という限られた時間の中、早急に仮設の
命を繋ぐ救命・救護道路を整備したことが、もっとも人命救助に貢献したと聞いております。

我々砕石業者は60年に渡り愛媛の社会基盤、学校、病院、ダム、高速道路、鉄道等の建設に貢
献して参りました。

今、県内砕石業者は、主力製品である生コン用骨材の半分を県外産の骨材にシェアを奪われ、厳
しい経営状態に陥っています。

県内砕石を使用する事は、地産地消をする事になり、カーボンニュートラルにも貢献します。

本日のセミナーを聞いて頂き、地元砕石業の重要性をご理解して頂くと共に少しでも防災、減災
にお役立て頂ければ幸いです。

ありがとうございました。 愛媛県砕石工業組合 理事長
西日本砕石株式会社 代表

岡 寛



講師紹介① ※順不同（敬称略）

山本 浩司

愛媛大学 防災情報研究センター 特定教授

後藤 拓人

有限会社後藤採鉱所 取締役

地盤情報，軟弱地盤，災害想定等の実
務・研究を経て、2017年から本職。現在
は社会基盤メンテナンスエキスパート
（ME）の養成、南海トラフ地震事前復興
の防災研究などに従事。博士（工学）、
技術士。

東日本大震災時に被災と復興支援を経
験。立命館大学経済学部経済学科卒業
後、現在は後藤採鉱所にて取締役とし
て従事。
有限会社後藤採鉱所は、東日本大震災
の際には、路盤材の迅速な供給により、
道路や防波堤の建設を支援し復興に尽
力した。



講師紹介② ※順不同（敬称略）

佐々木 一茂

国土交通省 東北地方整備局

氏家 勲

愛媛大学 大学院 理工学研究科 教授

平成３年、国土交通省東北地方整備局
へ入局。平成２３年３月１１当時、三陸沿
岸道路「釜石山田道路」の建設監督官と
して震災前の３月５日に開通した4.6㎞
区間の工事監督を担当。震災当時、釜
石市に勤務し東北横断自動車道釜石
秋田線等の道路の応急復旧に従事。
現在は東北地方整備局 三陸国道事務
所 品質確保課長として従事。

広島大学工学部第四類土木工学課程
を卒業後、東京工業大学で博士(工学)

を取得。研究分野は、社会基盤（土木・
建築・防災） / 土木材料、施工、建設マ
ネジメント / コンクリート工学。現在は、愛
媛大学大学院理工学研究科の教授とし
て教鞭をとっている。



講師紹介③ ※順不同（敬称略）

須賀 芳也

株式会社 佐武建設 代表取締役社長

岩手県大船渡市出身。土木、建築を専
攻、学校卒業後に陸前高田市の佐武建
設に入社。入社後地元を中心とした土
木、建築工事に従事。
震災発生当時は佐武建設の専務の立
場にあり、岩手県の内陸部に居たため、
難を逃れたが、海岸から比較的に近い
場所にあった佐武建設本社は津波で流
され、先代の社長と従業員を亡くした。
被災後に社長に就任し陸前高田市の復
興の為、昼夜兼行で復興工事に従事。
2013年に佐武建設本社を陸前高田市
の高台に建設。現在は震災時の経験と
永年培ってきた土木、建築技術の若手
への伝承にも力を尽くしている。



南海トラフ地震えひめ事前復興

愛媛⼤学防災情報研究センター
防災・減災，国⼟強靱化総合研究部⾨ 教授

⼭本浩司

砕⽯防災セミナー「砕⽯が命を繋ぐ」
2022.09.02 南加記念ホール

南海トラフ地震事前復興共同研究（平成30年度〜令和2年度）

話題

１．迫る，南海トラフ地震の危機
２．「事前復興」の概念

（⼤災害に強く⽴ち向かうための備え）

３．東⽇本⼤震災からの学び
（⼤災害発⽣の⽇から復興までの苦難）

４．「南海トラフ地震えひめ事前復興」

1

１．迫る，南海トラフ地震の危機

2

想定される最大の被害

全国で犠牲者が30万人，被害金額が220兆円
（平成25年3月18日，中央防災会議）

この被害は東日本大震災の10倍を大きく超える

地域を壊滅する大災害となる可能性

【南海トラフ地震】
駿河湾から⽇向灘沖にかけてのプレート境界を震源域として
概ね100〜150年間隔で繰り返し発⽣してきた⼤規模地震。

歴史上繰り返し発⽣する，南海トラフ地震

『地震の揺れを科学する』
（2006，東京⼤学出版会）

3

プレートテクトニクス
地球の表⾯は何枚かのプレート（固い岩盤）で構成され，それが互いに動くことで
⼤陸移動などが引き起こされると説明〔1960年代以降に発展した地球科学の学説〕

気象庁HP
https://www.data.jma.go.jp/svd/eqev/data/nteq/nteq.html

講演資料①



過去の南海トラフ地震
地震調査推進機構HP（⼀部加筆）

869貞観地震
878関東諸国⼤地震

（M7.4）直下型地震

にんな

しょうへい

2011東⽇本⼤震災
4

はくほう

???? 南海トラフ地震 ???? ⾸都直下地震

富⼠⼭が噴⽕ (宝永⼤噴⽕)

75年

四国沿岸域に来襲した
南海地震津波の津波波⾼分布
〔宇和海沿岸地域〕
（歴史地震第17号，p.126抜粋）

宝永
安政
南海

紀伊・四国沿岸における宝永・安政津波と1946年南海津波の波⾼分布
津波ディジタルライブラリィhttp://tsunami‐dl.jp/document/171
報告書 宝永・安政津波の現地調査による波⾼の検討（⽻⿃徳太郎，東京⼤学地震研究所）

宇和海沿岸域の歴史地震の津波⾼（村上仁⼠ら，⾃然災害科学J．JSNDS15‐1）

宝永地震 （1707）：宇和島5.1m，吉⽥5m
安政南海地震（1854）：伊⽅3m， ⼋幡浜3m， 御荘2‐3m，城辺3.5‐4ｍ
昭和南海地震（1946）：宇和島1.5m，三崎1.2m 

大島ハイタカ神社

5

宝永

安政

南海

宝永地震津波（1707年）の印⽯

安政地震津波（1854年）の印⽯

宝永地震：⽯段39段⽬（9.8m）の⾼さまで津波が押し寄せ，
⼤島も含め海辺の町は軒並み亡所となった。

6

西予市

伊方町
八幡浜市

宇和島市

愛南町

Google
最大津波高・到達時間

15.6m
約30分

8.3m

9.0m

8.1m
約1時間

20.3m

7愛媛県地震被害想定調査（第⼀次報告），平成25年3⽉
3.11 宮城県名取市

（特別報道写真集，河北新報社2011.4.8）

想定される
南海トラフ地震津波

（津波予測シミュレーション，愛媛県，2013）

7



■南海トラフ地震事前復興共同研究
平成30年度（ 2018年，東⽇本⼤震災から７年後）
から３年間

令和３年３⽉発刊

8東⽇本⼤震災

南三陸町
防災対策庁舎

9

15.5mの津波⾼（屋上の床より2m⾼い）
53名が3階建ての庁舎の屋上に避難。
43名が犠牲。

10

まちの消失

11



⽣業の消失

12

残る静寂

13

失われた拠点

14

途絶えた命，⽣活

15

戻る



２．「事前復興」の概念
（⼤災害に強く⽴ち向かうための備え）

16

1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 2020
1945敗戦

1984⻑野県⻄部地震 29⼈

1993北海道南⻄沖地震 230⼈

1983⽇本海中部地震 104⼈ 2004新潟県
中越地震 68⼈

2000⿃取県⻄部地震
2016熊本地震 273⼈
2018北海道
胆振東部地震 42⼈

2001芸予地震

1946 昭和南海地震 1,443⼈

1943⿃取地震 1,083⼈
1948福井地震 3,769⼈

1952⼗勝沖地震 33⼈

1944 昭和東南海地震 1,223⼈
2011東⽇本⼤震災
東北地⽅太平洋沖地震

2万2千⼈

17

1968⼗勝沖地震 52⼈
1978宮城県地震 28⼈1964 新潟地震 26⼈

静穏期

被害地震の分布
死者・⾏⽅不明者数

活動期

震度７
震度６強

次へ

1995阪神・淡路⼤震災
兵庫県南部地震

6,437⼈

1995年阪神･淡路⼤震災（兵庫県南部地震）

死者
6,437⼈

震度と⽕災出⽕点

直下型地震
震災の帯

18

1995年阪神･淡路⼤震災（兵庫県南部地震）

近代都市圏を襲った
直下型地震(活断層型)

地震（揺れ）に脆弱な
まちの姿が露呈

19



まち（生活，社会）が壊滅

20

1995年阪神･淡路⼤震災（兵庫県南部地震） なぜもっと早く，事前に，
防災・減災のまちづくりに取り組まなかったのか！

事前実施という「事前復興」の概念が提起
（室崎益輝）

21

戻る

22

2011東⽇本⼤震災２ヶ⽉後の状況

減災 国⼟
強靱化

事前復興

防災

事前の備え
⽴ち向かう⼒

⼤規模災害のリスク

「えひめ事前復興」

23



大きな災害，新たな生活を取り戻すまでの時間

（大災害から避難した後に，私たちが直面すること）

災害公営住宅

高盛土，高台移転

仮設住宅

避難所

避難・救助

命を守る（防災）
⽣活再建
復興まちづくり

24

復興までに事前に備える

25

適切な復興被害の軽減，
初動・復旧・復興への備え

① 大災害としないための備え

② 大災害となったときへの備え

地域の
災害リスク
社会リスク

Pre-disaster Recovery Planning
Revitalization Design（活性化）

事前復興とは

巨大災害に遭遇したとき，
困惑と混乱，深い哀しみが渦巻く中で，復興に速く適切に立ち向かうために

「事前復興」
（南海トラフ地震事前復興共同研究）

地
域
の
活
⼒
や
魅
⼒
等

発災

初動・応急 復旧 復興

事前実施による
被害の軽減

事前実施による地域
の活⼒等の維持向上

事前準備による
復興等の期間短縮

時間軸

事前準備による
復興の質の向上,

適切化

事前

事前復興による
復興曲線

現状の復興曲線

発災前の取り組み：被害の軽減，復興を適切かつ迅速・円滑に実施するための備え

ベクトル１：復興の事前実施

・発災前のリスクマネジメントとしての取り組み，防災・減災の上乗せ，国土強靱化

・災害ダメージを軽減するための事業（防災・減災，産業や人命を守ることを含む）

・発災後の「復興」も見越したまちづくり事業（災害後に転用できる復興基盤の準備）

ベクトル２：復興の事前準備

・発災後のクライシスマネジメントに備える取り組み

・最悪の事態（大災害）においても「復興」を総合的に実施するための備え

・住民参加による復興（事業と合意形成）を適切かつ迅速・円滑に進めるための備え

① 大災害としないための備え

② 大災害となったときへの備え

26

３．東⽇本⼤震災からの学び
（⼤災害発⽣の⽇から復興までの苦難）

27



2011東⽇本⼤震災２ヶ⽉後の状況

28

（参考資料：復興庁，⼟地活⽤の促進等に係るガイドブック 他）

東日本大震災における沿岸被災地の復興事業
（復興まちづくり）

※最終的に災害危険区域に指定された場合，その場所の居住は制限される。

※危険地区（居住地など）からの移転に関わる経費は国から補助金が支給される。

※移転方法には選択肢がある。各事業による地区内再建，地区外で自己再建など。

※前者は住宅融資に係る利子の一部が助成。〔災害特別融資利子補給金，5年間〕

29

被災状況 復興まち
づくり

⼟⽊学会誌，特別企画復興の10年，Vol.106，No.3，March 2021

東北震災の復興まちづくり

30

防災集団移転
促進事業

〔東日本大震災〕

（着工；平均）

2年6ヶ月後
（造成完了）

4年3ヶ月後

都市区画整理
事業

〔東日本大震災〕

（着工；平均）

2年10ヶ月後
（造成完了）

6年10ヶ月後

住まいの再建

・自主再建（地域内・外）

・災害公営住宅に入居
・復興事業宅地に再建

宅地・公営住宅引き渡し

市街地復興方策パターン

・現地再建（防潮堤）

・嵩上再建（盛土）

・新市街地整備（高台）

・嵩上再建＋高台移転

地区外
自主再建
賃貸入居

（約3年間）

「東⽇本⼤震災による津波被害からの市街地復興事業検証委員会」
（国⼟交通省，2020）委員会資料より⼀部を参照

4,319 

3,262 

1,573 

‐0.7%
‐2.6%

‐2.9%
‐3.1%

‐3.1%
‐2.8%

‐2.6%

‐12.6%
‐13.8%‐13.0%

‐10.9%
‐8.0% ‐9.9%

‐15.3%

‐28.4% ‐30%

‐25%

‐20%

‐15%

‐10%

‐5%

0%

5%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000
⽯巻市雄勝町⼈⼝（⼈） 変動率（年間）

1999

⼈⼝変動率
⼈⼝

2003 2007 2011 (3/11) 2015 2019

10,016 

8,607 

6,575 

‐1.8% ‐1.3%
‐0.8%

‐24.0%

‐6.3%
‐4.4%

‐6.6%

‐6.0%

‐8.2%

‐2.9%

‐6.0%

‐2.3%

‐3.2%

‐1.1%

‐3.3%

0.0%

‐2.8%

‐2.2%

‐30%

‐25%

‐20%

‐15%

‐10%

‐5%

0%

5%

5,000

6,500

8,000

9,500

11,000

12,500

14,000

15,500

‐4383 ‐2922 ‐1461 0 1461 2922

⼥川町⼈⼝（⼈） 変動率（年間）

⼈⼝変動率

⼈⼝

1999 2003 2007 2011 (3/11) 2015 2019

東日本大震災における人口の推移

壊滅的な災害のもとでは，現在の問題のトレンドが加速する！ 31



■⼤災害で起こること

・経験したことがないような最悪の事態が現実となる
・それは直視できないような現実（人生の想定外）

・住民一人一人の悲しみと苦悩
・人口減少等の地域に潜在する課題が加速するという地域の危機

困惑と混乱が渦巻く中で，住まい（生活）の再建とまちの復興を始める困難

■顕在化した課題（⼤災害からの復興，そして地域と⽣活を再建することの難しさ）

32

災害は，地域に潜在する危険性（あるいはその一部）を露呈させる。

⇒ 安全性の確保は地域の必要条件だが十分条件ではない。

災害は，地域の 「生活」，「生業」，「生態」 を壊し去る。

⇒ 生活（住宅，福祉，教育，コミュニティなど）
生業（生活の糧，生きがい，地域経済）
生態（自然の恩恵，歴史・文化などの社会的なつながり）

災害は，地域に今ある社会の課題（矛盾，衰え）を顕在化（加速）させる。

⇒ 例えば，過疎化・高齢化・医療過疎・福祉過疎など

（⼀部引⽤・参考資料：室崎益輝，災害に⽴ち向かう⼈づくり）

４.「南海トラフ地震えひめ事前復興」

33

対象者 形態，テーマ，目的

教育

小中高校 授業： 災害・防災・復興（小中校‥思考の芽生え，高校‥概念の再構築および社会の合意形成の学び）

地域住民 防災復興・学習型WS： 防災，災害後の生活，生活再建までの復興プロセスの学習と思考体験

地方行政 図上演習： 住民の被災と生活再建支援策，復興まちづくり計画のイメージトレーニング

計画 地域住民 課題解決・提案型WS： 地域の課題解決に向けた提案（避難，地域デザイン）とブラシュアップ

実践 住民/行政 地域協働・実践型WS： 事前復興事業化，事後復興への実践的取り組み（地域の計画と合意形成）

【調査・情報】

【教育：学校，住民，行政の教育プログラム】

予備調査（現地踏査，ヒアリング）
基礎調査（社会環境，⾃然環境など）

空間情報（基盤図，地籍，施設など）
住⺠意識（発災時の避難，⽣活再建）

情報プラット
フォーム

事前復興
センサス

【計画：避難，復興の地域デザイン】

宇和海沿岸地域

南海トラフ地震事前復興共同研究 2018-2020

南海トラフ地震がもたらす大災害からの復興への道程（地域が直面する苦難）

明浜（西予市）

三崎（伊方町）

白浜・松蔭
（八幡浜市）

御荘（愛南町）

遊子

家串（愛南町）

玉津（宇和島市）

宇和島市街地

三間（宇和島市）

小さな事前復興プランの提案

事前復興の取り組み

事前復興センサス

南海トラフによる津波被害を想定した
配布型アンケート調査

1. 日常の行動調査
2. 仮想シナリオ避難調査
3. 住宅再建と勤労の意向調査 → 事前復興計画

→ 被害推計/避難計画

事前復興プラン仮案

情報プラットフォーム

膨大な基礎データの収集・整備
関係者が横断的に情報を共有する環境を構築
（Web上での利用）

研究機関
愛媛県，宇和島市，八幡浜市，西予市，伊方町，愛南町
愛媛大学防災情報研究センター，東京大学復興デザイン研究体http://www.cee.ehime-u.ac.jp/~rd/

⼩さな
事前復興プラン

事前復興
センサス

地元ワーク
ショップ

事前復興事業
計画の策定

事業化の開始

０

１

２

３

住民WS
（地域デザイン解決型）

教育プログラム （小中高校）

「防災について考える」
～いのちを守ることから事前復興へ～ 白浜小学校

ロールプレイング・ディスカッション
社会システム学習の中での学び
～大災害からの復興を考える～ 宇和島東高校

住民WS（復興プロセス学習型）

行政図上訓練（イメージトレーニング）

復興まちづくりイメージトレーニング
（国土交通省手引き）

命を守るから生活再建までの
復興プロセスの学習と思考体験

計画（デザイン）

調査（情報）

教育

34

■南海トラフ地震えひめ事前復興

事前復興の
ハード整備

35



⼋幡浜市津波避難対策緊急事業計画

36

http://www.city.yawatahama.ehime.jp/docs/2022033000053/
files/bousaikeikaku1.pdf

︻
計
画
と
事
業
︼

復
興
ま
ち
づ
く
り

復興計画の作成（⾏政区域全体）
①復興計画の区域、期間
②復興計画の⽬標
③⼈⼝の現状及び将来⾒通し、⼟地利⽤に関する基本⽅針
④「まち」や「住まい」、「産業」、「暮らし」等の再建に
向けた⽅針、事業 等

復興まちづくり計画の作成（集落・地区別）
①復興まちづく計画の区域
②地区の復興に向けた⽬標
③地区の復興イメージ（⼟地利⽤、ゾーニング、公共
施設配置、多重防御等）

④被災者の住宅再建に向けた事業 等

応急仮設住宅
（建設型応急住宅、賃貸型応急住宅）※最⻑２年

恒久的な住宅の再建意向、必要量の算定等
・住宅を再建する場所、再建の⽅法等に関する意向把握
・災害公営住宅の必要量等の把握

被
害
認
定
︵
激
甚
災
害
等
︶

被害状況等
の調査

・⼈命
・建物
・インフラ

等

応急仮設住宅の必要量の
算定等

・応急仮設住宅の必要量の
確認（意向調査）

・建設型応急住宅の建設場
所の決定、応急仮設住宅
の⼿配（県との連携）

避難⾏動調査、応急仮設住
宅等に関する意向調査

避難所等

住
⺠

南
海
ト
ラ
フ
地
震
発
⽣

避難⽣活期 （おおむね２週間以降） 復興始動期 （おおむね６か⽉以降） 本格復興期

津波襲来
津波収束 市街地・集落が壊滅的な被害 インフラの復旧、ガレキの撤去等

状況

命
を
守
る
た
め
の
避
難

⾃⼒で仮住まいを
確保できない場合

親族等の協⼒を得て
仮住まいを確保する場合 親族等の家

（他市町で確保する場合もあり）

元の住まいが修復すれば
居住できる場合

持家の再建
（⾃⼰再建、⽀援

再建）

災害公営住宅
（⼾建て、集合）

個々の状況
に応じて

復興事業の着⼿ 復興事業の完了

第⼀次建築制限

復興の基本⽅針の検討
・⼟地区画整理事業等が必要な
地域における復興の⽅針（建
築制限の実施が必要な箇所）

・⾏政区域全体の復興に向けた
基本的な考え⽅

事業計画の作成
・⼟地区画整理事業
や防災集団移転促
進事業を実施する
場合は、事業計画
の策定

復興事業の推進
・⼟地区画整理事
業

・防災集団移転促
進事業

・災害公営住宅の
整備 等

第⼆次建築制限（復興事業を実施する区域）

︻
イ
ン
フ
ラ
等
︼

建設型応急住宅の整備等
・建設型応急住宅の整備
※商店、福祉施設等の整備
・公営住宅、賃貸型応急住宅
（⺠間賃貸住宅等）の確保

︻
住
ま
い
︼

︻
⽣
業
・
暮
ら
し
︼

移転跡地等の利
⽤

・新たな産業の
誘致 等

⼀時的なまちのあり⽅の検討
・⼤規模な改変が必要な地域では、
⻑期間の避難⽣活における、⼀
時的なまちの姿の検討

教育の本格復旧

指定避難所

ホテル・宿泊施設等

家族の家等

（無事なら）家に戻る

道路啓開
・国・県道等の道路
啓開

・市町道の道路啓開

揺れ
家屋倒壊
・⼟砂災害

・必要に応じて建築制限の要請

都市計画
区域

区域外

・市街地で⼟地区画整理事業が必要な地域を
対象に建築制限の実施（基本１ヵ⽉、1ヵ⽉の延⻑可）

解除 ・建築制限の必要がなくなった場合は、速や
かに制限を解除

・被災市街地復興推進地域の都市計画決定（２年以内）
・都市計画事業等に基づく建築制限
・災害危険区域の指定や移転促進区域の設定

応急復旧等
・公共⼟⽊施設等（道路・河
川等）の応急復旧

・ライフライン（電気・ｶﾞｽ・
通信）等の応急復旧

都市計画
区域

区域外

住⺠意向調査 恒久的な住宅の再建意向調査

道路、河川、海岸保全施設等の復旧、整備
・道路、河川、海岸保全施設等の復旧、整備

被災建築物応急危険度判定、被災宅
地危険度判定 等

り災証明の発⾏ 等

農林⽔産業の再建⽀援、⼯場・店舗等の再建⽀援 （応急期の仮スペース確保、再建に向けた⽀援（グループ補助⾦等）等）

教育の早期再開 （仮校舎の確保等）

医療・福祉施設等の再建⽀援 （被災者⽀援の対応等を含む）

被災者⽀援 （被災者等の各種⽀援等）

海岸保全施設等の復旧、整備⽅針の検討（主に県）
・海岸保全施設等の復旧、整備⽅針の検討 ※基本的にＬ１対応
・復旧、整備⽅針に基づく津波シミュレーション

災害査定等
・公共⼟⽊施設等の復旧に向けた設計、査定等

公費解体、ガレキの撤去、処理 （仮置場の確保、災害廃棄物の処理等）
各種の被災者⽀援
制度等の情報発信

等
・災害救助法等
・相談窓⼝の設置
等

2

⾯整備を実施す
る箇所を対象

住宅の応急修理 ＝ 従前の⾃宅の再建 （住宅の応急修理は１ヵ⽉以内に完了、災害救助法に基づく住宅の応急修理を⾏っ
た際には応急仮設住宅への⼊居はできない（併給は不可））

「住まいとまちづくりの復興プロセス」⇒ 理解，対応準備

37

おわりに

38 39

・地域の危機に挑む術は，地域⼒
（⼈，⾏政，産業，医療・・・）
にある。

・地域を守るためには，その各々
が個々の役割を担い，総⼒で⽴ち
向かう必要がある。

・「地域⼒の醸成」は，事前復興
の基盤として不可⽋である。

地域にある危機
・災害リスク
・社会リスク
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平成23年３月11日の東日本大震災では、津波により多くの箇所で道路
の流出が確認されましたが、砕石での応急復旧により速やかな交通路の
確保が可能となりました。

東日本大震災における砕石を用いた道路の応急復旧事例

１．岩手県陸前高田市気仙町（国道45号）

陸前高田市

＜３月２０日撮影＞ ＜３月３０日撮影＞
被災直後 応急復旧後

砕石

講演資料③



２．岩手県釜石市両石町（国道45号）

釜石市

被災直後

被災直後

応急復旧後

応急復旧後

＜３月１３日撮影＞

＜３月２９日撮影＞

＜３月１３日撮影＞

＜３月２７日撮影＞
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コンクリート骨材の地産地消による環境負荷量の低減に関する研究 

 

愛媛大学 学生会員 嶋谷佑海 

愛媛大学大学院 正会員 氏家勲 正会員 河合慶有 

 

1.はじめに 

近年，急速に拡大していく地球温暖化問題に対し，国全体で CO₂排出量削減に取り組んでいる。一方で生

コンクリート（生コン）製造では，製品自体の製造においては，ほとんどの生コン工場で環境を考慮したシ

ステムの構築が進んでいないのが現状である。愛媛県では平成 18 年度より，瀬戸内海の海砂は採取禁止とな

り，また，コンクリートの乾燥収縮の増大の要因の一つに骨材が影響することが指摘されたことなどから，

コンクリートの品質確保のため，経済性も考慮し，骨材の一部を九州地方などの愛媛県外からの移入に頼っ

ている現状である。本研究では，環境側面を踏まえた製造工程を検討していかなくてはならない観点から，

愛媛県の生コン工場で，コンクリートを製造するまでの工程ごとに排出される環境負荷量，本研究では二酸

化炭素（CO₂）排出量を算出し，愛媛県外産の骨材を使用している工場について，愛媛県産骨材のみを使用

することにより，コンクリート製造における CO₂排出量がどの程度の削減が可能であるかを調査した。 

2.調査概要 

(1)条件設定  

環境負荷物質として CO₂を取り上げ，生コン製造工程の

輸送における原単位を表 1 に示す 1)。生コンを製造する過

程で排出される CO2 の経路を図 1 に示す。骨材を製

造する過程，骨材産地から工場まで骨材を輸送する

過程，工場で生コンクリートを製造する過程，製造し

た生コンクリートをミキサ車で建設現場まで配送す

る過程において CO₂が排出される。本研究では，骨

材を製造する過程，骨材産地から工場まで骨材を輸

送する過程，工場で生コンクリートを製造する過程

に限定し，CO₂排出量の試算を行った。 

(2)調査方法 

2017 年に愛媛県にある 57 生コン工場に対し，骨材の種類，岩種、区分，産地，製造業者，使用割合の 6 項

目について愛媛県生コン工業組合によって実施されたアンケートを基にし，すべての項目について回答があ

る工場を分析した。そのうち，越智諸島に工場をもつ 5 つの工場については，愛媛県の骨材プラントからの

陸上輸送距離と，広島県の骨材プラントからの陸上輸送距離の差異が小さく，骨材の地産地消の観点から本

研究の趣旨と異なるため分析対象外とした。アンケート項目のうち使用割合については，骨材最大寸法 20mm

と 40mm の回答があったが，全て最大寸法 20mm とした。また，2017，2018 年の愛媛県の生コン工場におけ

る生コン年間製造量のデータから年間製造量が明らかになっている工場のデータを用い，さらに年間製造量

が確認された愛媛県生コン工業組合外の 4 工場のデータを加えて，42 工場の生コン製造工程における 1m³当

たりの CO₂排出量の算出を行った。  

(3)細骨材と粗骨材の移入量の算出 

各工場の 2017，2018 年度の総出荷量から平均的な出荷量を算出し，全工場に関して，コンクリート出荷量

に対して必要な骨材量の比を 70％と仮定して，総骨材量を算出した。また，細骨材率を 45％，表乾密度を

2.6g/cm3 として，粗骨材については総骨材量から細骨材量を引いたものとした。各工場の産地による使用割

合から，移入量の算出を行った。 

図 1 生コン製造による CO
2
の排出経路 

表 1 CO₂の原単位 
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(4)単位コンクリート当たり CO₂排出量の算出 

 骨材輸送過程に関しては，表 1 の原単位，輸送行程(距離)は骨材輸送距離を用い，Google マップ距離測定

を使用し，最短輸送航海距離を測った。また，往路に加え，復路(回送分)も考慮することとし，復路の CO₂

排出率は往路の 0.6 倍とした。また，骨材 1t 当たり製造過程の CO2排出量は，骨材プラントにおける消費電

力や消費燃料等に起因する。しかし，骨材製造に要した電気使用量のみを算出することが難しく，事務所等

に要した使用量も含めて算出しなければいけないため，各骨材プラントで骨材製造に要した電気使用量を同

一なものとし，既定の原単位を用いて骨材製造における CO2排出量とし，使用する原単位は，5.46 kg/t を用

いた。また、スラグ骨材の製造過程の CO2 排出量は 0kg/m3 とした。さらに，生コン 1m3 当たりの製造過程

の CO₂排出量は，骨材製造過程と同様に電気使用量のみを算出することが難しく既定値の 3.10 kg/m³を用い

た。以上の 3 過程を合計したものを本研究ではコンクリート製造における CO2排出量としている。 

3.算出結果 

 愛媛県の生コン工場では細骨材で 54.2%，粗骨材で 39.0%が県外産の骨材を使用していた。図 2 は単位コン

クリート当たりの CO₂排出量の算出結果示す。コンクリート製造を起因とする CO₂排出量が最も多いのは工

場番号 38 の 60.5kg/m3 であった．最も少なかったのは工場番号 3 の 15.2kg/m3 と約 4 倍の開きがあった。ま

た，本研究での算出結果からコンクリート製造過程の CO₂排出量のうち，骨材輸送過程が 59.4%を占めてい

た。香川県では骨材の輸送分が約 80%を占めると報告されており 2），香川県より九州に近いため，骨材輸送

分の割合は小さいが，骨材輸送がコンクリート製造に占める割合が大きいことが確認できた。図 3は骨材の

地産地消による県外の骨材を使用しなかった場合の CO₂排出量の算出結果を示す。1 工場当たり東予地区で

は 3.8kg/m3，中予地区では 10.3kg/m3，南予地区では 12.1kg/m3の CO2排出量の低減ができることが分かった。

この低減と低減の地域差の原因としては，遠方からの骨材輸送過程が明らかに影響しており，環境負荷低減

の観点からは骨材選定時に愛媛県産骨材を積極的に使用するなど留意する必要がある。また，当然であるが

愛媛県外産の骨材を移入していた工場は，使用骨材すべてを愛媛県内産の骨材にすることで CO₂排出量を低

減することが確認された。 

4.まとめ 

愛媛県全体でみると 1m3 のコンクリートを製造する際，愛媛県内の骨材のみ使用すると CO2 排出量は約

30%低減することを確認できた。この値は日本が目標としている温暖化対策に関する目標に大いに貢献する

ものと考えられる。生コン業界においても品質を満足なものとするコンクリートの製造とともに製造工程を

見直し，CO₂排出量を減らすことで低炭素社会の実現に向けて取り組む必要があると考える。 
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被災地復興時に活躍した機械① CAT編

岩手県石巻港解体

岩手県久慈市復興

岩手県岩泉町復興



被災地復興時に活躍した機械② コマツ編



被災地復興時に活躍した機械② UBE編

岩手県陸前高田市



被災地復興を支援した地場砕石

津波後、地盤沈下で水が引かず冠水したままの道路を50㎝嵩上げし
仮復旧をしました。

地盤沈下した沿岸部全体をかさ上げする復旧資材を付近から大量に
調達するために山を崩しました。

土取場から骨材を運び海抜5.4ｍの道路兼防潮堤を製作しました。

被災直後は港が使えず、骨材の航路運搬はできませんでした。写真の
通り、港湾施設とともに重機も被災し港は機能しません。地場砕石が災
害復興の支援と効率化を助けました。



協賛企業・団体 ※順不同、敬称略

日立建機日本四国支店

四国建販株式会社、

株式会社東洋製作所

新興工機株式会社

ラサ工業株式会社

工ヒメタイヤ

株式会社 丸昌

コマツカスタマーサポート

コトブキ技研工業株式会社

後援企業・団体 ※順不同、敬称略

愛媛県

愛媛舗装協会

愛媛県生コンクリート工業組合

UBEマシナリー株式会社

一般社団法人愛媛県建設業協会

愛媛日産株式会社







〒790-0003 愛媛県松山市三番町4丁目4番地7 松山
建設会館4Ｆ
Tel： 089-945-4637 Fax： 089-945-4890
Mail： info@ehime-saiseki.jp
Web: http://www.ehime-saiseki.jp/
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